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6月1日から翌年5月31日まで 

毎年8月 

（１）定時株主総会  5月31日
（２）期末配当金 5月31日
（３）中間配当金 11月30日

三菱UFJ信託銀行株式会社
 
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部 
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
フリーダイヤル：0120-232-711

東京証券取引所　市場第二部 

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得
ない事由により電子公告によることができないときは、
日本経済新聞に掲載いたします。

http://www.nihon-e.co.jp/ 

お知らせ

１． 株券電子化によるご注意

（１）株券電子化にともない、株主様の各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設
されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設さ
れている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）で
はお取り扱いできませんのでご注意ください。

（２）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお
取次ぎいたします。

（３）配当金の口座振込のご指定につきましても、お手続きは配当金振込指定書を各口
座管理機関を経由してお届けいただくこととなりました。従来同封いたしておりまし
た当社専用の「配当金振込指定書」は今回から同封を取りやめております。振込指
定のお手続きにつきましては詳しくは各口座管理機関にお問い合わせください。

（４）未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

２． 配当金計算書について  

配当金の口座振込をご指定の方と同様に、「期末配当金領収証」により配当金をお受取
になられる株主様宛にも「期末配当金計算書」を同封いたしております。配当金をお受
取になった後の配当金額のご確認や確定申告の資料としてご利用いただけます。

商標について

日本エンタープライズ株式会社
東京都渋谷区渋谷1-17-8 松岡渋谷ビル
03-5774-5730（代表） 日本エンタープライズ株式会社

証券コード：4829

株主通信第23期
2010年6月1日～2011年5月31日



　まず、株主の皆様には日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。また、3月の東日本大震災で被災された皆様に心

よりお見舞い申し上げます。

　第23期におきましては、移動体通信業界では第三世代携帯電話

端末を中心に携帯電話の契約数が拡大し、高速・高機能な情報イ

ンフラが普及してきました。その中で、モバイルコンテンツ市場で

は、ソーシャルアプリ※市場の拡大や、従来型の携帯電話（フィー

チャーフォン）からスマートフォン（高機能携帯電話）へのシフトが

急速に進むと共に、無料コンテンツが増えるなど、フィーチャー

フォン向けの有料課金コンテンツを中心に展開してきた当社に

とって、事業環境は大きな変化を迎えています。

　このような状況下、コンテンツサービス事業においては、選択

と集中を実施し、主力サイトの新規会員数の拡大に努めました。

また、ソーシャルアプリ・スマートフォン向けコンテンツを投入

し、アプリ運営のノウハウを蓄積してきました。その他、国内では

これまで制作のみ行っていた電子書籍事業についても、今後の市

第23期の連結業績と取り組み

海外での取り組み

来期（第24期）の展望

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

□□□□□□□□□□□□□□□□

日本エンタープライズ株式会社
代表取締役社長

植田 勝典

場の拡大を見込み、「ケータイ書店 Booker's」を東京都書店商業

組合と共同で運営を開始し、配信にも参入するなど、先を見据え

た投資も行いました。

　ソリューション事業においては、広告の売上高が牽引役となっ

た他、企業のコンテンツ制作・運営・保守業務による売上が順調

に推移しました。また、スマートフォンを活用した企業プロモー

ションへの関心も高まる中、受注に向け営業強化に取り組んでき

ました。広告については、フィーチャーフォン向けコンテンツの

販売にあたり、携帯販売代理店と連携し、携帯電話の販売と同時

にコンテンツも販売いただく「店頭アフィリエイト」が、5年前の

開始から順調に成果を上げてきました。

　コンテンツプロバイダーにとっては逆風ともいえる厳しい環

境にありますが、先を見据え戦略的に取り組んできたことが収益

に結びつき、連結業績は増収増益となりました。

　中国においては、コンテンツサービス事業では、2G、2.5G向け

ゲームコンテンツを配信しつつ、第三世代携帯電話（3G）の拡大

を見据え、事業ドメインを電子コミックの配信サービスと位置付

け、中国の作家や出版業界と連携しながら、携帯電話向け電子コ

ミックストア（漫魚）を開設し、電子コミックの配信を開始しまし

た。また、ソリューション事業では中国3Gの本格的普及に向けて、

電子書籍・デコレーションメール等のコンテンツ制作を行ってき

ました。また、インドにおいては、モバイルコンテンツ事業を開始

した他、携帯通信キャリアとの連携強化に取り組んできました。

　スマートフォンが普及する今後の市場では、Androidマーケッ

トやApp Storeを介し、国という垣根を越えてコンテンツを利

用していただくチャンスがあります。例えば、日本発信のコンテ

ンツを中国語化し、既にマーケットがある中国のローカルの通信

キャリア会社へ提供することで加入者が何倍にも拡大すると

いった展開が考えられます。そのような施策を実行するためにも

数年前から海外で事業を行っており、当社は中国でコンテンツを

配信するライセンスも保有しておりますので、これを強みとし

て、日本での人気のコンテンツをワールドワイドなAndroidマー

ケットに普及するだけでなく、中国やインドのローカルマーケッ

トに普及していくことも視野に入れています。

　また、無料コンテンツでも市場のマーケット力が出てくると、そ

こに広告力やメディア力などが生じ、ビジネスチャンスがあると

捉えています。世界の市場ではそのような環境が広まっています

ので、今後中国・インド以外にも拠点を置きたいと考えています。

　第24期は、本業であるコンテンツサービス事業をさらに伸ば

していきます。引き続き厳しい環境が予想されますが、当事業で

はよりスマートフォンに注力し、力強く施策を仕掛けていきま

す。フィーチャーフォン向けについても、収益に結びつくコンテ

ンツを見極め、新規会員数の拡大に向け展開していきます。また、

新たに開始した電子書籍事業についてもフィーチャーフォンと

スマートフォンとの両方でコンテンツサービスをさらに広げ、収

益の拡大に努めます。

　ソリューション事業については、当期の牽引役であった店頭ア

フィリエイトを引き続き拡大していく他、企業からのスマート

フォン向けコンテンツ制作の要望が増えており、業績への寄与を

見込んでいます。

　海外では、中国での電子書籍事業、インドでのコンテンツ事業

を進め、業界の雄になれるよう業績の拡大を図っていきます。

※ソーシャルアプリ
　ユーザー同士の繋がりや交流を目的とするＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）等のプラットフォーム上で動作する、コミュニティ機能を採り入れたＷＥＢアプリケーションのこと。
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株主の皆様へ



　現在、コンテンツプロバイダーは有料課金コンテンツユー

ザーの減少に直面しており、ユーザーが減少しても利益を上げ

られる施策が求められています。当社はフィーチャーフォンの

コンテンツをスマートフォンへそのまま移行するような、有料

課金用のコンテンツを準備しています。一方で、無料のコンテン

ツ市場も拡大していくことが予想されるため、同市場でも勝ち

残れる企業になるべく、無料コンテンツでも収益を上げられる

ビジネスモデルへの投資を進めていきます。

　事業環境としては、これまでは通信キャリア会社を中心にコ

ンテンツが提供され、我々コンテンツプロバイダーが利益を上

げるのが難しい状況でしたが、今後はAndroidマーケットや

App Storeを軸に自由な展開が可能な、我々にとって真の活躍

の場が作られていくと考えています。例えば中国やインドなど

では、ユーザーが3万人程度の小規模なコンテンツでも、リンク

を貼ることで広告ビジネスが成立していますので、ソーシャル

アプリの市場拡大・スマートフォンの普及が本格化する中、日

中長期のビジョン

株主様へのメッセージ

本でも無料コンテンツで十分収益を上げられる市場に変化して

いくと予想されます。

　現在当社が課金コンテンツで収益を上げている中、「自己否定

ではないか」とご意見をいただくこともございますが、実際に市

場は急速に進んでいます。将来の市場を見据え、勝ち残っていく

手段が無料でも良いという判断を私はしています。

　当社はこれからも継続的な成長を目指し、業績や株主の皆様

への利益還元の拡大に向けて真摯に取り組んでいきます。しか

し、業績だけを求めるのではなく、社会全体が我々の業務を通じ

てサービスに喜びを感じ、我々と共に幸せになっていただくこ

とを心から願っております。また、それを株主様と一緒に喜びた

いということが我々の経営の考え方です。

　当社は創業以来、日本赤十字社、社会福祉協議会や児童養護施

設などへの寄付を念頭に、寄付口座に最終利益の1%を毎年蓄

えてきました。今年3月の東日本大震災では一千万円の寄付を

いたしましたが、社会に役立つために存在するという我々の理

念を今後も形にしていきます。

　株主の皆様におかれましてはこれからもご期待いただき、ご支

援賜りますようよろしくお願い申し上げます。

代表取締役社長　植田 勝典

コンテンツサービス事業では、新たな成長市場として期待されるスマートフォン市場への参入を開始しました。今後も積極的に新たなコンテ

ンツを投入すると共に、既存公式サイトのスマートフォン化にも取り組んでまいります。

スマートフォン向けコンテンツを投入

携帯電話販売代理店が店頭で携帯コンテンツをお客様に販売し、販売

した代理店に対して当社が手数料を支払う「店頭アフィリエイト」の

獲得件数が順調に推移し、店頭アフィリエイトを含む広告分野の売上

高は330百万円（前期比679.9%増）となりました。更なる拡大に

向け、スマートフォン向けのコンテンツ販売を強化していく他、携帯

電話販売店とタイアップし、販売店へ来客する顧客とのタッチポイン

トを拡大する施策に取り組んでまいります。

店頭アフィリエイトビジネスを拡大

Android向けデコメール配信サイト
「デコデコメール」

Androidアプリ「女性のリズム手帳」
「女性のリズム手帳Free」

Androidアプリ「目覚ましアプリ
（めざプロ♪）」（Twitter対応アラーム）
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　2011年5月期、コンテンツサービス事業においては、主力

サイトの“選択と集中”を進め有料会員数の拡大に努めると共

に、ソーシャルアプリやスマートフォン向けコンテンツの投入

や、国内で電子書籍事業を開始するなど収益分野の拡大に努め

ました。また、ソリューション事業では、企業向けにモバイルソ

リューションを積極的に展開する中で、スマートフォンを活用

したソリューションの営業を積極的に進めると共に、携帯電話

販売代理店との協業の強化に努めました。

　その結果、コンテンツサービス事業での主力サイトの売上の

維持や、ソリューション事業での店頭アフィリエイトでの収益

拡大が寄与し、2011年5月期の売上高は2,370百万円（前期

比10.4%増）、営業利益は266百万円（同76.9%増）、経常利

益は283百万円（同62.8％増）、当期純利益は168百万円（同

117.0%増）となり、4期ぶりに増収増益となりました。

当期の概況
中国
・事業ドメインを電子書籍事業に集中。
・携帯通信キャリアとの連携を強化。

インド
・モバイルコンテンツ事業を開始。
・携帯通信キャリアとの連携を強化。

来期の施策
中国
・既存のコンテンツを継続的に展開。
・モバイル向け電子コミックストア「漫魚」に注力し、電子コ
ミックス配信数・配信プラットフォーム先を拡大。
インド
・各種無料アプリを投入し、広告収入の拡大を図る。

コンテンツサービス事業 着うた・デコメール・ゲーム等エンターテイメントコンテンツの企画開発・配信サービス

当期の概況
・引き続き公式サイトの“選択と集中”を実

施し、総合的なコンテンツ力を向上。

・東京都書店商業組合と電子書籍事業（ケー

タイ書店Booker's）の共同運営を開始。

・Mobage、GREE、Yahoo!Mobage、

aimaといったソーシャルアプリ向けに

展開。

・Androidマーケット向けにスマートフォ

ン対応アプリを展開。

来期の施策
・既存公式サイトのスマートフォン化や、キャ

リア課金をベースとした新規アプリ投入な

ど、スマートフォン市場へ本格的に参入。

・国内キャリア・プラットフォーマーとの

コラボレーションによる集客力の向上。

・独自ブランドアプリを企画開発。

・ソーシャルアプリ向けに既存アプリの強

化・新規アプリの投入。

・フィーチャーフォンサイトの競争力を向

上し、会員獲得を図る。

ソリューション事業 企業のコンテンツ制作、サイト構築・運営、システム構築、ユーザーサポート業務、デバッグ業務、
MSP、ならびに物販業務、広告業務など

当期の概況
・携帯電話販売代理店向けにコンテンツ販

売を成功報酬型で行う「店頭アフィリエ

イト」が順調に拡大。

・受注案件の運営・保守業務の安定化によ

り、継続収益モデルが確立。

・スマートフォンを活用した販促活動・

マーケティングの支援・提案を強化。

来期の施策
・「店頭アフィリエイト」でのスマートフォ

ン向けコンテンツの販売を強化。

・携帯電話販売代理店に対し、スマートフォ

ンに関するサポート業務や来店顧客の囲

い込み施策を支援し、顧客とのタッチポ

イント（接点）を拡大。

・大手クライアントへ、フィーチャーフォ

ンの他、スマートフォンに対応したソ

リューションを提供。

・スマートフォンに対するサポート業務や、

開発体制を強化。

海外事業※ モバイルコンテンツ市場が急速に拡大する中国・インドでモバイルコンテンツの制作・配信を中心に展開。

※海外におきましても、コンテンツサービス事業及びソリューション事業を展開しておりますが、国内事業との区別を明確にするため、海外事業として別途記述しております。

※2011年5月期より、従来の単一セグメントから、
「コンテンツサービス事業」「ソリューション事業」
へセグメント区分を変更しております。

ソリューション
事業

50.2%

事業別売上高構成比

2011年5月期
売上高

2,370百万円

■ ■ ■
（万台）

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

中国　 インド　 日本　

2010年8月

67,060

11,497

82,305

2010年11月

72,957

11,639

85,028

2011年5月

84,028

12,072

91,014

2011年2月

79,138

11,823

87,882

携帯電話契約数の推移

 部化報情業工国中 ： 国中 ： 所出
）aidnI fo ytirohtuA yrotalugeR moceleT（IART ： ドンイ

）会協者業事信通気電 人法団社（ACT ： 本日

2010年5月

61,753

11,318

79,591

2010年2月

56,402

11,151

76,597

49.8%

コンテンツサービス
事業

09年（5月期） 12年
（予想）

10年

1,276

11年

1,179

1,466

2,000

1,500

1,000

500

0

（百万円）

売上高

1,199

09年（5月期） 12年
（予想）

10年

999

11年

1,191

1,364

1,000

500

0

（百万円）

売上高

1,148

1,500

0

500

1000

1500

2000

0

500

1000

1500
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２桁成長を続けており、パケット定額制の普及・通信速度の高速化にともなって
さらなる市場拡大が見込まれております。

モバイルコンテンツ市場規模の推移スマートフォンOS市場シェア予測（世界）

（万件） （％）

スマートフォン契約数・比率の推移・予測（国内）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

出所：MM総研
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0
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50
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70

895

2,185

3,500

4,505

5,315

6,035

8.3%

19.9%

31.2%

39.4%

45.7%

51.0%

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

（億円）

4,272

843

759

748

69
158

55

248

638

125
5

4,835

5,525

6,465

着メロ系
335

待受系
214

その他
1,361

モバイルゲーム
822

交通情報
267

電子書籍
516

装飾メール
243

着うた系
1,133

アバター／
アイテム販売(SNS等)
1,389

占い
185

出所：総務省
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2,000

3,000

4,000
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6,000

7,000

3,666

■

■

■
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■
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（％）

10代男性 20代男性 30代男性
40代男性 50代男性 60代男性

携帯電話の利用実態調査（スマートフォン利用者比率）

出所：情報通信ネットワーク産業協会

出所：IDC Corporate USA

2010年度

2011年度

2011年度：調査人数1,200人
2010年度：調査人数600人

0 20 40 60 80 100

10代、20代の若い女性を中心に、スマートフォンの普及が進んでおります。

10代女性 20代女性 30代女性
40代女性 50代女性 60代女性

Android BlackBerry Symbian iOS

Windows Phone 7/Windows Mobile その他

19.2 20.9 13.0 6.8

16.4 23.6 20.0 14.6 12.8

11.3 13.6 7.3

3.4

1.8

0.5 2.8 0.6 0.6

3.6 3.6 3.6

（％）

0

20

40

60

80

100
（％）

2011年

4.3% → 5.5%

2015年

38.9% → 43.8%

14.2% → 13.4%

20.6% → 0.1%

18.2% → 16.9%

3.8% → 20.3%

（単位：千円）

　流動資産

　固定資産

資産合計

　流動負債

　固定負債

負債合計

純資産合計

負債純資産合計

流動資産は前期末と比較して25.1%増、固定資

産は前期末と比較して44.7%減となりました。

これは、主に長期預金の振替及び差入保証金の

回収によるものです。

資　産

負債は前期末と比較して40.5%増となりまし

た。これは、主に買掛金及び未払法人税等の増

加によるものです。純資産は、剰余金の配当、そ

の他の包括利益累計額等の減少がありましたが、

利益剰余金の増加により、前期末と比較して

4.6%増となりました。以上により、自己資本比

率は89.8%となり健全な水準を維持しており

ます。

負債・純資産

売 上 高 は 前 期 比 10.4% 増、営 業 利 益 は 同

76.9%増、経常利益は同62.8%増、当期純利益

は同117.0%増となりました。これは、主にコン

テンツサービス事業において主力の音楽分野で

会員数・売上を維持できたこと、ソリューショ

ン事業において携帯電話販売代理店との協業

による成功報酬型コンテンツ販売（店頭アフィ

リエイト）が拡大したことによるものです。

売上高・利益

現金及び現金同等物の期末残高は1,092百万円、

前期末と比較して5.2%減となりました。これ

は税金等調整前当期純利益298百万円の計上

及び長期預金の払戻による収入500百万円が

あったものの、定期預金の預入1,200百万円、

法人税等の支払額105百万円及び配当金の支

払額29百万円等の支出によるものです。

キャッシュ・フロー

　流動資産
　固定資産
資産合計
　流動負債
　固定負債
負債合計
純資産合計
負債・純資産合計

連結貸借対照表（要約）

2,814,741
424,484

3,239,225
320,446

8,086
328,533

2,910,691
3,239,225

2011年5月31日現在

2011年5月期

2,250,206
767,034

3,017,240
226,563

7,240
233,803

2,783,437
3,017,240

2010年5月31日現在

2010年5月期

売上高
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
経常利益
税金等調整前当期純利益
少数株主損益調整前当期純利益
当期純利益

連結損益計算書（要約）

2,370,825
1,374,243
1,107,345

266,898
283,001
298,114
168,993
168,982

2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

2011年5月期

2,147,745
1,300,371
1,149,483

150,888
173,780
205,898

－
77,886

2009年6月  1日から
2010年5月31日まで

2010年5月期

少数株主損益調整前当期純利益
その他の包括利益
包括利益

（内訳）
　親会社株主に係る包括利益
　少数株主に係る包括利益

連結包括利益計算書（要約）

168,993
△11,443
157,550

157,538
11

2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

2011年5月期

－
－
－

－
－

2009年6月  1日から
2010年5月31日まで

2010年5月期

営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高

連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

280,414
△304,032
△32,965

1,092,497

2010年6月  1日から
2011年5月31日まで

2011年5月期

127,175
159,117

△47,759
1,152,881

2009年6月  1日から
2010年5月31日まで

2010年5月期
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0 10 20 30 40 0 20 40 60 0 20 40 60

所有者別分布（株式数比率）

第22期 株主通信 株主様アンケート結果のご報告

会社概要（2011年8月26日現在） 沿革

役員構成（2011年8月26日現在）

経営理念（綱領・信条・五精神）

所有株式数別分布（株式数比率）

株主通信の感想（会社の方向性）

個人・その他
6,825名（76.59％）

その他法人
35名（21.99％）

金融商品取引業者
11名（0.53％）

外国法人等
8名（0.12％）

5株以上　
1,041名（1.77％）
10株以上　
1,945名（10.15％）

50株以上　
260名（4.51％）
100株以上　
234名（10.73％）

500株以上　
15名（2.78％）

1,000株以上　
17名（8.20％）

50,000株以上　
2名（55.68％）

1株以上　
3,368名（1.93％）

10,000株以上　
1名（4.24％）

金融機関
4名（0.77％）

よくわかる
26.53%

わかりにくい
16.33％

無回答

だいたいわかる
50.00%

発行可能株式総数
発行済株式総数

株主数

1,478,000株
377,000株

（前期末比0株増）
6,883名

大株主（上位10名）

株主名 持株数（株） 議決権比率（％）

商号

英文表記

本社所在地

設立

資本金　

従業員（連結）

子会社

事業内容

取引銀行

ホームページ

1989年　5月

1997年　7月
 9月
 11月

1999年　4月
2000年　3月
 4月
 6月
2001年　2月

2002年 6月

2003年 2月
 8月
2004年 1月
 5月
 12月
2005年 4月
 11月
 12月

2006年　4月
 7月

 9月
月1年7002

 3月
 6月

7月
 8月
2008年　7月
 10月
 11月

2009年　4月
 11月

 12月

 8月
 9月

2010年　3月

日本エンタープライズ株式会社

Nihon Enterprise Co., Ltd.

〒150-0002　東京都渋谷区渋谷一丁目１７番８号
TEL　03-5774-5730（代表）

1989年5月30日

5億9,599万円（2011年5月31日現在）

110名（その他、臨時従業員数26名）
（2011年5月31日現在）

株式会社ダイブ
アットザラウンジ株式会社
因特瑞思（北京）信息科技有限公司
北京業主行網絡科技有限公司

瑞思放送（北京）数字信息科技有限公司
瑞思創智（北京）信息科技有限公司

.dtL.tvP）aidnI（secivreSeliboMEN

携帯電話を中心とした移動体端末等向けの
コンテンツ企画・開発・運営およびソリューション事業

三井住友銀行、みずほ銀行、りそな銀行

http://www.nihon-e.co.jp/

代表取締役社長
常務取締役
常務取締役

植田　勝典

パーソナルコンピューターのハードウェアの販売ならびにソフトウェアの
開発・販売を目的として、愛知県豊田市に「日本エンタープライズ株式
会社」を設立（資本金18,000千円）
営業を開始
本社を千葉県千葉市若葉区に移転 
携帯電話・ＰＨＳ等の移動体機器等の販売開始
音声コンテンツ サービス開始
文字コンテンツ サービス開始
本社を東京都渋谷区に移転 
ゲームサイト サービス開始
ソリューション 開始 
大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現JASDAQ市場）に株式
を上場（2007年９月上場廃止） 
「株式会社モバイルコミュニケーションズ」を設立
中国北京市に現地法人「北京エンタープライズモバイルテクノロジー
有限公司」を設立  
「株式会社ダイブ」を設立
コマースサイト サービス開始 
着うたサイト サービス開始 
「北京エンタープライズモバイルテクノロジー有限公司」を売却 
デコメールサイト サービス開始 
中国北京市に現地法人「因特瑞思（北京）信息科技有限公司」を設立 
着うたフルサイト サービス開始
ISMS適合性評価制度認証取得
中国北京市の現地法人「北京業主行網絡科技有限公司」を子会社化
中国北京市に現地法人「瑞思放送(北京)数字科技有限公司」を設立
「株式会社ダイブ」が、「株式会社モバイルコミュニケーションズ」を吸
収合併 
UIカスタマイズサイト サービス開始 
ISO/IEC 27001およびJIS Q 27001認証取得 
一般サイト サービス開始
中国北京市に現地法人「瑞思豊通（北京）信息科技有限公司（現 瑞思
創智（北京）信息科技有限公司)」を設立 
東京証券取引所市場第二部に株式を上場
音楽レーベル「@LOUNGE RECORDS」設立、ＣＤ販売開始
レーベルビジネス部の分社化により、「アットザラウンジ株式会社」を設立
インド向けコンテンツ 提供開始
ウィジェットサイト サービス開始
ＦＬＡＳＨメールサイト サービス開始
マチキャラサイト サービス開始

を設立
iPhone／iPod touch用ゲームアプリ サービス開始
占いサイト サービス開始

2011年　3月 電子書籍サイト サービス開始

Android向けアプリ サービス開始
ソーシャルアプリ サービス開始

植田　勝典

プラントフィールド株式会社

トヨタ自動車株式会社

オリックス株式会社

多々良　泰弘

日本エンタープライズ従業員持株会

小谷　芳和

岡　芳樹

OCAインベストメント株式会社

杉山　浩一

153,419

56,500

16,000

4,800

3,132

2,402

2,120

2,005

2,000

1,998

40.69

14.98

4.24

1.27

0.83

0.63

0.56

0.53

0.53

0.52

購入理由（複数回答有） 保有方針（一部複数回答） 充実を期待する点（一部複数回答）

0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

株主通信

無回答

会社説明会

株主総会

その他

ウェブサイトでの
情報提供

メールでの
情報提供

将来性
成長性
事業内容
配当利回り
財務内容・業績
その他
経営者の考え方
安定性
証券会社の勧め
無回答

27.51% 58.82% 39.64%

15.32%

12.61%

10.81%

9.01%

7.21%

5.41%

19.61%

12.75%

7.84%

0.98%

24.34%

13.23%

7.94%

6.88%

5.29%

5.29%

4.76%

4.76%

0.00%

長期保有する

未定

買い増しする

売却予定

無回答

田中　勝
杉山　浩一

社外取締役 小栗　一朗

常勤監査役
監査役
監査役

小林　一弘
小亀　慶曙
荒　　孝一

」.dtL.tvP）aidnI（secivreSeliboMEN「人法地現にイバンム・ドンイ

7.14％
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株式の状況　（2011年5月31日現在） 会社の状況




